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1. 法人税は国税で直接税、事業年度単位課税、申告納税方式、比例税率を採用している。

2. 事業年度は定款により自由に定めることができるが、１年を超えることはできない。

3. 定款に事業年度の定めがない場合は、税務署長に届け出た会計期間が事業年度となる。

4. 納税地は本店または主たる事務所の所在地。
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第１章 法人税の基礎

Ⅰ．法人税の仕組みと概要

１．法人税とはどういう税金か ★★

（１）「法人」とは

法人とは、自然人（個人）以外で法律上の権利能力を有する者で、法律により人

格を付与された団体のことをいう。

（２）法人税の概要 ★★

法人税は、法人が得た所得に課税する国税であり、直接税である。納税に際して

は法人自らが所得金額や税額を計算して納付する申告納税方式を採用しており、比

例税率により課税される。

1） 事業年度単位課税である

事業年度は所得計算の計算単位であり、法人は定款により事業年度を自由に決

めることができる。ただし、税法上、事業年度は１年を超えることはできない。

法令または定款等に会計期間の定めがある場合は、その会計期間となるが、定

款等に定めがない場合は、税務署長に届け出た会計期間が事業年度となる。

個人所得の計算期間は「１月１日から12月31日」と決められているが、法人の

事業年度は、「４月１日から翌年３月31日」「６月６日から翌年６月５日」など

と、１年間の設定は自由である。

（注）定款とはそれぞれの会社の固有の規定である。株主総会において法令に違反

しない限り自由に決められる。

2） 法人税の種類

法人税には、定款等で定められている事業年度（営業年度）の所得にかかる法

人税、退職年金業務を行う保険会社や信託銀行等に対してだけかかる法人税（特

別法人税）がある。

3） 納税地 ★

納税地は､ 申告､ 申請､ 請求､ 届出､ 納付等に関することを決定する場所のこ

とであり、内国法人については、本店または主たる事務所の所在地が納税地とな

る。なお、法人税の納税地を異動する場合は、異動前の所轄税務署長に異動届出

書を提出する必要がある。

合格のポイント
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1. 普通法人（株式会社、特例有限会社等）や協同組合は、すべての所得について課税さ

れる。

2. 公益法人等（公益財団法人、公益社団法人、宗教法人、学校法人、ＮＰＯ法人など）

は、収益事業から生じた所得のみに課税される。

2
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２．法人の種類と課税所得

法人の種類とそれぞれの課税範囲は次のとおりである。

図表5-102・法人の種類と課税範囲

普通法人（株式会社、特例有限会社、医療法人など)
一般社団法人等（非営利型法人以外） すべての所得

内 について課税
協同組合等（ＪＡ、消費生活協同組合など）

国
人格のない社団等 (ＰＴＡ、労働組合、同窓会など) 収益事業から

法
生じた所得に

法
公益社団法人、公益財団法人、 つ い て の み

人 公益法人等
宗教法人、学校法人、ＮＰＯ法人など 課税

人

公共法人（地方公共団体、ＮＨＫなど） 非 課 税

外 国 法 人 日本国内で生じた所得についてだけ課税

Ⅱ．法人の所得

１．法人所得計算の概要 ★

企業会計の会社利益と法人税法上の所得金額は一致しない。そのため、法人の所

得金額は、確定した企業会計の利益に「収益・費用」と「益金・損金」との差異を

加算または減算して求める。

（１）企業会計の利益 ★

企業会計の利益は、一会計期間（一事業年度、通常は１年間）の収益から費用を

差し引いて決算調整を行い、利益を確定させる。

企業会計利益＝収益の額－費用の額

（２）所得金額

法人税は、法人の各事業年度の所得金額に対して課せられる税金であり、所得

金額は次のように求める。

所得金額＝益金の額－損金の額



1. 事業年度における企業会計の利益と法人所得は一致しないため、企業会計の利益をも

とに申告調整（加算・減算）を行い、所得金額を計算する。

・法人税 … 所得金額 ＝ 益 金 － 損 金

2. 申告調整は、法人税申告書の別表四で行われる。

3

企業会計の利益は配当可能利益を算出するのに対し、法人税は課税の公平や政策

目的を加味した儲けに対し課税される。そのため、所得金額の益金・損金は、企業

会計の収益・費用とは異なる点がある。その結果、企業会計の利益金額と法人税法

上の所得金額は一致しない。そこで企業会計上の利益に加算・減算を行うことによ

り、益金の額・損金の額を求めて法人税法上の所得金額を計算する。この加算・減

算は次のように４つに分かれる。

このような企業会計利益と所得金額との調整は法人税申告書の別表四で行われ、

「申告調整」と呼ばれている。

図表5-103

益 金 算 入 企業会計上の収益でないが、法人税法上は益金であるもの
加 算

損金不算入 企業会計上の費用であるが、法人税法上は損金でないもの

益金不算入 企業会計上の収益であるが、法人税法上は益金でないもの
減 算

損 金 算 入 企業会計上の費用でないが、法人税法上は損金であるもの

企業会計の利益から所得金額は次の算式で計算する。

益 金 算 入 益金不算入
所得金額＝企業会計利益＋ －

損金不算入 損 金 算 入

決算調整 申告調整

図表5-104・法人所得の申告調整

減 算 部 分 加 算 部 分
企業会計の利益

損 金 算 入 (確定した決算に基づく損益) 損 金 不 算 入

例：繰越欠損金、 例：交際費等の損金
収用交換等の場 不算入、法人税
合の所得の特別 額等の損金不算
控除など (減算) (加算) 入など

益 金 不 算 入 益 金 算 入

例：受取配当等の益 (減算) (加算) 例：資産の無償譲渡
金不算入、還付
金等の益金不算 所 得 金 額
入 （申告調整後）

（注）確定した決算とは、その事業年度の決算につき、株主総会の承認その他こ

れらに準ずるものがあったことをいう。

合格のポイント
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Ⅲ．法人税の計算

図表5-105・法人税の概略図

益 金 － 損 金 ＝ 所 得

× 税 率 ＝ 法人税額

１．税額計算の流れ

法人税の税額計算は、まず、企業会計の利益（損益計算書の当期利益）に申告調

整（加算・減算）を行い、所得金額を計算する。次に、この所得金額に法人の種類

等に応じた税率を乗じて税額を算出し、その税額から所得税額控除や外国税額控除

などの税額控除を差し引いて、納付税額を算出する。

図表5-106・法人税の税額計算の流れ

収 益

費 用 企業会計の利益
法人税申告書

減 算 加 算 申告調整 別表四で計算

所 得 金 額

×税率

算 出 税 額 法人税申告書
表一で計算

税額控除額 特別税額

納付税額

合格のポイント
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Ⅳ．法人の益金

１．益金に計上するもの

法人税の所得の計算上、益金に計上される金額は、法人税法上別段の定めのある

ものを除き、資本等取引（注）以外から生じたその事業年度の収益の額となる。

具体的な項目として、商品・製品・加工品売上高、工事収入、サービスによる収

入、受取利息、受取家賃、資産の売却収入、引当金・準備金の取崩額・戻入額、債

務免除益、無償による資産の譲受などがある。

なお、益金の計算上、税務調整の代表的なものとして、受取配当等の益金不算入

がある。

（注）資本等取引

法人の資本等の金額（資本の金額または出資金額と資本積立金額との合計額）

の増減に関する取引をいう。

２．受取配当等の益金不算入 ★

会社が他の法人の株式を所有していて配当などを受け取ったときには、その配当

金は決算利益の計算上収益に計上される。しかし、配当はもともと株式を発行して

いる会社の利益から税金を支払った後の利益を分配したものである。

税引後の利益の分配金に対し受取法人でさらに課税されるとなると、税金が二重

に課税されていることとなる。

そこで、この二重課税を排除するため、受取配当金を益金に算入しないこととし

ている。これを「受取配当等の益金不算入」という。

図表5-107・受取配当等の益金不算入の概要

個人株主 配当控除（所得税）

法 人
法人株主 受取配当金等の益金不算入（法人税）

↑ ↑

法人税課税 二重課税の排除

益金不算入となる「受取配当等」とは、剰余金の配当、剰余金の分配および証券

投資信託の収益の分配のうち一定のものをいう。

合格のポイント
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1. 受取配当金等のうち益金不算入となる割合は、配当受取会社の発行済株式の保有割合

に応じて異なる。
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（１）受取配当等の益金不算入割合 ★

益金不算入となる割合は、持ち株比率による株式の区分（完全子法人株式等、関

連法人株式等、非支配目的株式等、その他の株式等）によって異なる。

図表5-108・益金不算入額の具体的計算方法 ★

株式の区分 株式保有割合 受取配当金の益金不算入額

完全子法人株式等 100％ 受取配当等の全額

受取配当等 － 負債利子控除額
関連法人株式等 １/３超

(負債利子控除額＝受取配当金額×4％)

その他の株式等 ５％超１/３以下 受取配当等×50％

非支配目的株式等 ５％以下 受取配当等×20％

Ⅴ．法人の損金

法人税法上の特段の定めがない損金項目の取扱いは、原則として企業会計上の原

価や費用と同じになるが、法人税法上特段の定めがある次の損金項目は、企業会計

と取扱いが異なるので注意が必要である。

図表5-109・法人税法上特別の規定がある損金項目

① 給与（役員の給与・退職金） ⑤ 減価償却費

② 租税公課 ⑥ 引当金・準備金の繰入額

③ 交際費 ⑦ 繰越欠損金

④ 寄附金 など

１．給 与 ★★★

（１）法人が支給する給与

法人が支給する給与は、委任契約に準ずる役員給与と雇用契約に基づく使用人給

与に分類される。税務上の取扱いは、支給を受ける者が役員か使用人かにより異な

る。

合格のポイント

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税



1. 税務上の役員は会社法上の役員より範囲が広く、役員登記されていない、いわゆる名

誉職（相談役など）にある者でも、経営に従事していれば役員に含まれる。

2. 同族会社の使用人であっても、一定の要件に該当する場合は役員とみなされる。

7

（２）役員とその範囲 ★★

税務上の役員は、取締役・会計参与・監査役などの会社法上の役員や、執行役、

理事、監事、清算人をいう。そのほか、相談役・顧問・会長・副会長等など、使用

人以外の者で経営に従事していれば役員とみなされる。

また、同族会社の使用人であっても、特定株主(注)で経営に従事している者は

「みなし役員」となる。みなし役員は、税務上は役員とみなされ、役員給与の損金

不算入等の規制を受ける。例えば、社長が80％の株式を保有する同族会社で、株式

を持っていない妻が使用人として働いていた場合、妻が経営に従事していれば、税

務上の役員とみなされる。

（注）特定株主とは、次の要件をすべて満たす者をいう。

① 上位グループの持ち株割合を合わせてはじめて50％を超えるときの株主グループ

（上位３グループまで）において、本人がその株主グループのいずれかに属して

いること。

② 本人の属する株主グループの持ち株割合が10％超であること。

③ 本人と配偶者の持ち株割合の合計が５％超であること。

図表5-110

取締役・執行役・会計参与・監査役・

理事・監事・清算人 税法上

使用人以外の者（相談役・顧問等) の役員経営に従事 みなし

同族会社の特定株主 している者 役 員

使用人
そ の 他 使用人

（３）役員給与 ★

役員に対する給与は、原則として、定期同額給与、事前確定届出給与、業績連動

給与、退職給与、新株予約権による現物給与は損金に算入されるが、これらに該当

しないものや不正経理により支給した金額については損金不算入となる。

また、定期同額給与、事前確定届出給与、業績連動給与に該当していても、不相

当に高額な部分については損金不算入となる。

不相当に高額な部分とは、職務内容からみて相当額を超える部分（実質基準）、

または定款等で定められた支給限度額を超える部分（形式基準）のいずれか多い金

額をいう。

合格のポイント

第1章 法人税の基礎 MD04W



1. 役員への定期同額給与、事前確定届出給与、業績連動給与の３つは損金に算入される。

・不相当に高額な部分、不正経理により支出した役員給与は損金不算入となる。

・定期同額給与の通常改定は、事業年度開始の日から３ヵ月経過日までに行う。

2. 使用人兼務役員に対する使用人部分の賞与は、他の使用人と同時期に支給すること、

支給額が適正額であることなどを満たす場合は損金に算入される。
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1） 定期同額給与（役員報酬）

定期同額給与とは、その支給時期が１ヵ月以下の一定期間ごとである給与（未

払給与を含む）で、その事業年度における各支給時期における支給額または社会

保険料や税金控除後の手取額が同額であるものをいう。

なお、事業年度開始の日から３ヵ月を経過する日までに行われた改定、臨時改

定事由（職制上の地位の変更ほか）による改定、業績悪化改定事由による改定は、

改定後も定期同額給与として損金に算入される。

2） 事前確定届出給与 ★

あらかじめ定めた支給時期や支給額に基づいて、所定の時期に確定額を支給す

るもので、税務署長に届出期限（次の①②のいずれか早い日）までに一定の届出

をしている給与を事前確定届出給与という。ただし、実際に支給した額が届け出

た給与の額と異なる場合は、損金不算入の扱いとなる。

① 定時株主総会等の日から１ヵ月を経過する日

② その事業年度開始の日の属する会計期間の開始の日から４ヵ月を経過する日

3） 業績連動給与

法人（非同族法人、非同族法人の100％完全子法人も含む）が業務執行役員に

対して支払う給与で、利益や市場価格、売上高などの業績に連動する給与のうち、

客観的な計算方法で計算されていること、算定方法が有価証券報告書等で開示さ

れていること、損金経理されていることなどの要件を満たす場合の給与を業績連

動給与という。

4） 使用人兼務役員給与

使用人兼務役員とは、役員のうち、部長、課長その他法人の使用人としての職

制上の地位を有し、かつ、常に使用人としての職務に従事する者をいう。

使用人兼務役員は役員部分と使用人部分とを区別した取扱いをするなど、通常

の役員とは異なる税務上の取扱いをする。使用人兼務役員に使用人分として支給

する賞与については、次の要件を満たした場合は損金に算入される。

・他の使用人と同じ時期に支給されていること。

・他の使用人の賞与と比較して適正な額であること。

なお、代表取締役・副社長・専務・常務・監査役・会計参与、みなし役員に該

当する者等は使用人兼務役員にはなれない。

合格のポイント

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税



1. 適正な役員退職給与は損金に算入される。

・不相当に高額な部分がある場合、その高額な部分は損金不算入となる。

2. 分掌変更に伴う役員退職給与の打ち切り支給も、退職と同様の事情にあると認められ

るときは、税務上は損金に算入される。

3. 退職給与の損金算入時期は、株主総会の決議により具体的な金額が確定した日の属す

る事業年度、または実際の支給日が属する事業年度の損金に算入する。
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5） 役員退職給与 ★★

退職という事実により支払われる一切の給与を退職給与という。その役員の在

職期間、退職の事情、類似法人における役員退職給与の支給状況等に照らし適正

であると認められる金額は損金に算入されるが、不相当に高額な部分の金額は過

大な役員退職給与として損金不算入となる。

① 適正額の算出方法

この適正額の算出方法の１つに功績倍率方式がある。

適正額＝最終給与月額×役員在任年数×功績倍率(注)

（注）おおむね在職時の功績に応じて１～３

② 役員の分掌変更等の場合の退職給与の打ち切り支給

退職しない場合であっても、常勤役員が非常勤になったり、取締役が監査役に

なったりすることで、給与がおおむね50％以上減少したような場合で実質的に退

職と同様の事情にあると認められるときは、退職金として支給した金額は、税務

上も退職給与として取り扱われる。

6） 役員退職給与の損金算入時期

役員退職給与の損金算入の時期は、株主総会等の決議により退職給与の額が具

体的に確定した日の属する事業年度（確定日基準）、または退職給与を現実に支

給した日の属する事業年度（支給日基準）の損金に算入する。

7） 使用人給与

使用人に支払われる給与、賞与、退職金は原則として、全額損金算入となる。

ただし、特殊関係使用人(注)に対する給与や退職給与等のうち、不相当に高額な

部分は損金不算入となる。

（注）特殊関係使用人とは、役員の親族のほか、役員と事実上婚姻関係と同様の関

係にある者や役員から生計の支援を受けている者ならびにこれらの者と生計

を一にする親族等をいう。

（４）経済的利益

役員が豪華な社宅に無償で住んでいたり、低額で借りている場合などは、その住

宅費は役員にとって経済的な利益となる。このように法人が役員等に対して、金銭

以外の物または権利その他の経済的利益の供与をした場合、その経済的利益の供与

は役員等に対する給与の支給と同様の経済的効果をもたらすので、原則として給与

として取り扱う。

合格のポイント

第1章 法人税の基礎 MD04W
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1） 経済的利益の損金不算入

経済的利益の供与については、役員への臨時的給与とみなされ、原則として損

金算入できない。ただし、継続的に供与される経済的利益のうち、その額が毎月

おおむね一定であるものは定期同額給与とみなされ、損金算入が認められる。

図表5-111・役員に対する経済的利益の例

① 役員に法人の資産を無償または低い価額で譲渡した場合

② 役員に社宅などを無償または低額で提供した場合

③ 役員に金銭を無利息または低い利率で貸し付けた場合

④ 役員に機密費、接待費、交際費などの名義（渡切交際費等）で支給した金額

で使途が不明なものまたは会社業務に関係がないもの

⑤ 役員の個人的費用を負担した場合

⑥ 役員の債務を無償で引き受けた場合

図表5-112・給与とされない経済的利益の例

① 慶弔金、葬祭料等

② 永年勤務者に対する一定の記念品、一定の創業記念品等

③ 役員、使用人全員を対象とする生命保険料、損害保険料等で一定のもの

2） 社員旅行について

次の要件を満たす場合で、その参加従業員の経済的利益が少額（社会通念上、

高額でない）のときは福利厚生費となり、旅行参加の従業員に対し給与課税はし

ない。要件を満たさない場合は、従業員等に対する給与として所得税・住民税の

課税対象となる。

a)期間が４泊５日以内（海外旅行の場合は目的地での滞在日数）のもの

b)参加者が全体の人数（職場ごと等）の50％以上であることなど。

２．保険料

保険料については法人税法上の損金と企業会計上の費用との違いはないが、保険

の種類・契約形態により、資産計上・損金算入などの税務上の取扱いが複雑である。

詳細についてはテキスト第１分冊リスク管理「法人契約・経理処理」の項目を参照。

合格のポイント

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税



1. 法人税および地方法人税の本税と国税の付帯税、法人住民税と地方税の付帯金は損金

不算入。

・損金不算入である税金の還付金は益金不算入となる。

2. 法人事業税、印紙税本税、固定資産税、登録免許税、自動車税などは損金算入。
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３．租税公課 ★★★

租税公課とは、租税と公課を併せた総称である。国税や地方税を租税といい、公

課とは国や地方公共団体、その他の団体に対する会費や組合費、租税以外の賦課金

をさす。公租公課ともいわれる。

法人が納付する租税公課には、損金算入となるものと損金不算入となるものがあ

る。

企業会計上は、法人が納付する租税公課は一般に費用として計上されるが、法人

税法では、一定の租税公課について損金の額に算入しないこととしている。租税公

課の取扱いは以下のとおりである。

図表5-113・租税公課の取扱い ★★★

損 金 不 算 入 損 金 算 入

法人税・地方法人税の本税 －

法人税額から控除する所得税 法人税額から控除しない所得税
国 延滞税、過少申告加算税、無申告加算税､

重加算税、不納付加算税などの付帯税
利子税

税

印紙税法の規定による過怠税 印紙税本税、登録免許税

消費税の加算税・延滞税 消費税本税（税込経理の場合）

法人住民税

（道府県民税、市町村民税、都民税）
－

地
延滞金、過少申告加算金、不申告加算

方 金、重加算金などの付帯金
納期限延長に係る延滞金

法人事業税、特別法人事業税、
税

－ 固定資産税、自動車税、不動産

取得税 など

他 罰金、科料、過料 －

（注）各税金が還付された場合

○イ 損金不算入である税金の還付金は益金不算入

○ロ 損金算入である税金の還付金は益金算入

合格のポイント

第1章 法人税の基礎 MD04W



1. 交際費は、原則として損金に算入することはできない。

2. １人当たり10,000円以下の飲食の費用（もっぱら役員・従業員間のために支出される

飲食費を除く）は、損金に算入（交際費から除外）する。

3. 従業員の50％以上が参加する４泊５日以内の社員旅行費用は福利厚生費として損金に

算入される。
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図表5-114・法人が負担した役員や使用人に科された罰科金の取扱い

業務遂行上の
損金不算入の租税公課

罰科金

役員・従業員に

科された罰科金
従業員給与 → 損金算入

業務遂行上の

罰科金でない
役員給与

（臨時的）
→ 損金不算入

図表5-115・計算例／租税公課の損金不算入額

以下のうち、租税公課の損金不算入額として課税所得に加算される金額はいく

らか。

（１）前期確定申告に係る法人税 1,500,000円

（２）前期確定申告に係る事業税 680,000円

（３）前期確定申告に係る法人住民税 470,000円

（４）前期確定申告に係る消費税の納付遅滞に係る延滞税 34,000円

［解答］ （１）損金不算入 （３）損金不算入

（２）損金算入 （４）損金不算入

したがって、（１）＋（３）＋（４）＝2,004,000円

４．交際費 ★★

交際費は原則として損金不算入となるが、資本金額が一定額以下の法人について

は、支出交際費のうち一定の金額を損金に算入することが認められている。

（１）交際費の考え方 ★

交際費とは、法人の得意先、仕入先、その他事業に関係のある者に対する接待、

供応、慰安、贈答などのために支出する費用をいう。

税法上の交際費の範囲は、社会通念上の交際費の概念よりも幅広く規定されてい

る。例えば、社内における特定の者だけの宴会の費用等は、いわゆる社内交際費と

して交際費に含まれる。

合格のポイント

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税



1. 資本金１億円以下の中小法人は、定額控除額800万円以下の支出交際費は全額損金に算

入される。

2. 資本金100億円以下の法人は、交際費等の金額のうち飲食のために支出する費用（社内

接待費、１人当たり10,000円以下の飲食費を除く）の額の50％を損金に算入すること

ができる。
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なお、交際費等から除かれる費用として、次の費用が列挙されている。

図表5-116・交際費から除外される費用 ★

交 際 費 等 か ら 除 か れ る 費 用

① 福利厚生費：もっぱら従業員の慰安のために行われる運動会、演芸会、社員

旅行等のために通常要する費用

② 飲食費等：飲食（もっぱら役員・従業員間のために支出される飲食費を除く)

その他これに類する行為のために要する費用で、参加者１人当たり10,000円

以下の費用

③ 少額広告宣伝費：カレンダー、手帳、扇子、うちわ、タオルその他これらに

類する物品を贈与するために通常要する費用

④ 会議費：会議に関連して、茶菓、弁当その他これらに類する飲食物を供与す

るために通常要する費用

⑤ 取材費：新聞、雑誌等の出版物または放送番組を編集するために行われる座

談会その他記事の収集のために、または放送のための取材に通常要する費用

⑥ その他：上記①から⑤の費用のほか、主として次にあげるような性質を有す

るもの。寄附金・値引き、割戻し・広告宣伝費・福利厚生費・給与等

（２）交際費の損金不算入額

資本金100億円以下の法人については、交際費等の金額のうち飲食のために支出

する費用（社内接待費を除く）の額の50％を損金算入することが可能である。

また、資本金１億円以下の中小法人については、交際費の800万円まで全額を損

金に算入することができる定額控除の特例があり、飲食費の50％控除との選択適用

となっている。

図表5-117・交際費の損金不算入額

①定額控除の特例 ②飲食費の50％控除

支 出 交 際 費 800万円以下 800万円超 飲食費 ※

損金不算入額 全額損金算入 支出金額－800万円 飲食費×50％損金不算入

１億円以下 選択適用

１億円超
100億円以下

適用なし 適用あり

100億円超 適用なし

※ １人当たり10,000円以下の飲食費を除く

資
本
金
の
額

合格のポイント

第1章 法人税の基礎 MD04W



1. 国や地方公共団体に対する寄附金は、その全額を寄附を行った事業年度の損金に算入

できる。

・上記以外の寄附金は、一定の算式による損金算入限度額が定められている。
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図表5-118・計算例／交際費の損金不算入額

Ａ社（資本金5,000万円）の当期（2024年４月１日～2025年３月31日）の支

出交際費等の金額は900万円、そのうち500万円が飲食費等（１人10,000円以下

の飲食費等は含まない）であった。交際費の損金不算入額を計算しなさい。

［解答]

損金不算入額は次のとおりとなる。

定額控除の場合 900万円≧800万円 900万円－800万円＝100万円

飲食費50％控除の場合 500万円×50％＋(900万円－500万円)＝650万円

100万円 ＜ 650万円

∴ 損金不算入額は100万円（不算入額の少ない定額控除を選択）

５．寄附金 ★

寄附金とは、寄附金、拠出金、見舞金などの名称の別を問わず、法人が行った金

銭その他の資産の贈与または経済的な利益の供与をいう。国または地方公共団体に

対する寄附金や、財務大臣が指定した寄附金については全額損金算入されるが、そ

の他の寄附金については一定の算式により損金算入限度額が定められている。

ただし、役員の個人的な寄附金（例えば、社長の子弟の大学入学に際して支出す

る寄附金等）は、その役員への臨時的な給与とされ、損金不算入となる。

図表5-119

区 分 寄附先 損金算入額

国・地方公共団体に対する寄附金
指 定 寄 附 金 等

財務大臣の指定した寄附金
全額損金算入

理化学研究所、日本学生支援機構、
特定公益増進法人

日本赤十字社、社会福祉法人、
損金算入限度額あり

に対する寄附金
認定ＮＰＯ法人など

(一般の寄附金とは別枠)

政治団体・政党、
一 般 の 寄 附 金

宗教法人・神社、町内会など
損金算入限度額あり

合格のポイント

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税



1. 法人税法の法定償却方法は定率法、任意償却である。

・損金経理した減価償却費のうち償却限度額までは損金に算入される。

・償却限度額超過部分は、損金不算入となる。

15

６．繰延資産

繰延資産とは、法人が支出する費用のうち、支出の効果が１年以上に及ぶものを

いう。会計上定められた創立費、開業費、開発費、株式交付費、社債発行費などや

税法上定められた公共的施設負担金、共同的施設負担金、借家権利金などがある。

税法上定められた繰延資産は、支出した事業年度に一度に損金とすることができず、

その支出の効果が及ぶ期間を償却期間として均等償却することとなる。

７．減価償却 ★★

法人税法は、減価償却を強制せず、法人が自ら償却費として損金経理をしない限

り、償却費の損金算入を認めない。損金の額に算入されるのは、法人が損金経理し

た償却費のうち、法人の選択した償却方法に従い、法人税法に定める計算方法に基

づき計算される償却限度額以下の金額である。法人税法の法定償却方法は定率法と

されているが、1998(平成10)年４月１日以後取得の建物、2016(平成28)年４月１日

以後取得の建物附属設備および構築物については定額法のみとされる。

８．貸倒損失

貸倒損失とは、売掛金や貸付金などの債権が回収不能となった場合（貸倒れ）を

いい、税制上、妥当と認められる会計処理によって、損金に算入することができる。

（１）法律上の貸倒れ

会社更生法や民事再生法の決定などによって法律的に債権が消滅する場合、その

決定が行われた事業年度に損金算入が認められる。

（２）事実上の貸倒れ

法律的に債権が消滅していない場合でも、債務者の資産状況や支払能力からみて

全額の回収が不可能であることが明らかな場合は、貸倒損失として全額を損金算入

することができる（担保物があるときは、担保物を処分した後でなければ損金算入

できない）。

（３）売掛債権の特例

最後の取引から１年以上経過した場合（担保物がある場合を除く）や、督促して

も弁済がなく、売掛債権よりも取立費用が多くなる場合は、売掛債権－備忘価格

（１円以上）を貸倒損失として、損金算入が認められる。

合格のポイント

第1章 法人税の基礎 MD04W



1. 貸倒引当金とは、売掛金、貸付金、受取手形などが回収できない場合の損失を見積も

り、繰入限度額までの金額を当期の費用・損失として損金計上したもの。
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９．貸倒引当金

売掛金、貸付金、受取手形などが回収できない場合（貸倒れ）の損失を見積もり、

繰入限度額までの金額を損金算入することができる。繰入限度額には、個別評価金

銭債権の繰入限度額と一括評価金銭債権の繰入限度額がある。

（１）貸倒引当金の適用対象法人

貸倒引当金制度の適用法人は、中小法人（資本金額が１億円以下で大法人の子会

社でないもの）、公益法人等、協同組合等、人格のない社団等、銀行・保険会社等

に限られる。それ以外の大法人は、貸倒引当金を損金に算入できない。

1） 計算方法

① 個別評価金銭債権の繰入限度額

一定の計算方法で計算した回収不能見込額の合計額

② 一括評価金銭債権の繰入限度額

一括評価金銭債権とは①の個別評価の対象となった金銭債権を除いたもので、

繰入限度額は以下の計算式による。

一括評価金銭債権の繰入限度額＝

期末の一括評価金銭債権の帳簿価格の合計額×実績繰入率 ※

※ 実績繰入率は、過去３年間におけるその法人の貸倒損失の発生額に基づき計算

される。

なお、中小法人は、実績繰入率に代えて、法定繰入率の適用が認められている。

図表5-120・法定繰入率

卸小売業 製造業 金融保険業 割賦販売小売業 その他の事業

1000分の10 1000分の８ 1000分の３ 1000分の７ 1000分の６

１０．圧縮記帳

圧縮記帳とは、取得資産の帳簿価格を一定額まで圧縮し、取得資産と帳簿価格と

の差額を損金算入することで、実質的に譲渡益と相殺し、一時的に課税所得が生じ

ないようにする制度。取得資産の帳簿価格は実際の取得価額より圧縮（減額）され

ており、その後の減価償却費は少なくなるため、課税を繰り延べているにすぎない

といえる。

合格のポイント
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1. 青色申告法人は、青色申告書を提出した事業年度分の欠損金は、最長10年間の繰越控

除が認められる。
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圧縮記帳ができる主な財産は、以下のとおりである。

① 保険金で被災滅失した資産の代わりに取得した固定資産

② 交換により取得した固定資産

固定資産を交換した場合は、交換譲渡資産の譲渡対価で交換取得資産を取得し

たものと考えられ、交換譲渡資産の時価が譲渡収入として計上される。交換の場

合にはほとんど資金の動きがないので、課税を繰り延べるために、一定の要件の

もとに圧縮記帳が認められる。

③ 特定の資産の買換え特例により取得した固定資産

法人が特定の資産を譲渡し、一定期間内に代替資産を取得して事業の用に供し

た場合は、原則として80％(注)の圧縮記帳が認められている。これは、値上がり

した固定資産を譲渡した場合、多額の譲渡益が発生し法人税課税を受けることに

より、代替資産を購入することが困難となることに配慮したものである。

（注）例外的に90％、75％、70％、60％の場合がある。

１１．使途秘匿金

使途秘匿金とは、法人が支出した金銭のうち、相手方の氏名等を帳簿書類に記載

していないものをいう。この使途秘匿金については、通常の法人税のほかに、「使

途秘匿金の支出額×40％」の特別税額が加算される。

１２．繰越欠損金

（１）青色申告法人の欠損金の繰越控除

青色申告法人は、確定申告書を提出した事業年度において生じた欠損金（以下

「青色欠損金」）については10年間の繰越控除が認められる（2018年４月１日以後

に開始する事業年度）。

なお、青色欠損金で期間内に繰越控除ができなかったものは切り捨てられること

となる。

〈適用要件〉

① 欠損金が生じた事業年度において青色申告書を提出していること。

② その後において連続して確定申告書を提出していること。

③ 適用年度開始前10年以内に開始した事業年度の欠損金であること。

合格のポイント
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1. 大法人の青色欠損金の繰越控除額は、所得金額の50％までに制限される。

・中小法人は、所得金額100％の繰越控除ができる。
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図表5-121・法人の青色欠損金の繰越期間等

青色申告書を提出した事業年度の欠損金の繰越控除期間 10年

青色申告書を提出しなかった事業年度の災害損失の繰越控除期間 10年

原 則 ７年
帳簿書類の保存期間

欠損事業年度分 10年

法人税に係る更正の期間制限 10年

法人税の欠損金額に係る更正の請求期間 10年

（２）大法人の欠損金の繰越控除額の制限

中小法人等(注)は欠損金の繰越控除が100％認められているが、中小法人以外の

法人（大法人）の欠損金の繰越控除は、課税所得の50％までに制限されている。

（注）中小法人等とは、普通法人のうち、各事業年度終了の時において資本金の額等

が１億円以下であるもの（資本金の額が５億円以上の法人の100％子法人を除

く）をいう。

図表5-122・計算例 ／ 青色欠損金（中小法人のケース）

2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024年
4/1 4/1 4/1 4/1 4/1 4/1 当期 3/31

△400 ＋500 △500 ＋300 △500 ＋1,000

△400 △300
△200

△700
△500

(単位：万円)
1,000万円＞700万円

∴青色欠損金の当期控除額 700万円

青色欠損金控除後の当期所得金額 1,000万円－700万円＝300万円

（３）欠損金の繰戻還付

青色申告書を提出する中小法人（資本金５億円以上の法人の100％子会社等の中

小法人を除く）は、各事業年度において欠損金が生じた場合、その欠損金をその欠

損の生じた事業年度開始の日前１年以内に開始した事業年度に繰り戻し、その事業

年度の所得に対する法人税の全部または一部の還付を請求することができる。

合格のポイント
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図表5-123・計算例 ／ 欠損金の繰戻還付

（例）前事業年度の所得金額700万円・法人税額105万円、

今事業年度で欠損金500万円が生じた場合

2023年３月決算 2024年３月決算

法人所得 700万円

法人税額 105万円

欠損金 500万円 青色欠損金は繰越控除制度を適用しても

よいが、繰戻還付制度の適用を受けた部

分は当然、併用はできない。

＜還付請求額の計算＞
欠損事業年度の欠損金額

前事業年度の法人税額× ＝還付請求額
前事業年度の所得金額

500万円
105万円× ＝ 75万円

700万円

過去問題演習 -１５

法人税の損金に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．法人が従業員の業務遂行中の交通違反に係る反則金を負担した場合、そ

の負担金は、損金の額に算入することができる。

２．法人が減価償却資産として損金経理した金額のうち、償却限度額に達す

るまでの金額は、その全額を損金の額に算入することができる。

３．損金の額に算入される租税公課のうち、事業税については、原則として、

その事業税に係る納税申告書を提出した日の属する事業年度の損金の額

に算入することができる。

４．法人が国または地方公共団体に対して支払った寄附金は、原則として、

その全額を損金の額に算入することができる。

2309
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1. 一定の中小法人については、課税所得800万円以下の部分は軽減税率が適用される。
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第２章 法人税の税額計算

１．法人税の税率 ★★★

内国法人に対して課される法人税額は、課税標準に税率を乗じて算出される。

法人税額＝課税標準（1,000円未満切捨て）×法人税の税率

法人税の税率は、所得税と異なり一定の比例税率になっている。この税率は、法

人の種類別に定められている。なお、期末資本金等が１億円以下の一定の法人につ

いては、所得金額800万円以下の部分に軽減税率が適用される。

図表5-124・法人区分

大 法 人 資本金の額または出資の金額が１億円を超える法人

資本金の額または出資の金額が１億円以下の法人

（注）資本金１億円以下でも、次の法人は中小法人から除外される

中小法人 ①資本金等の額が５億円以上の大法人の100％子法人

②100％グループ内の複数の大法人（資本金５億円以上）に発行済

株式の全部を直接・間接に保有されている法人

図表5-125・法人税の税率 ★★★

区 分 所得金額 税 率

大法人 所得区分なし 23.2％

中小法人 800万円超の部分 23.2％

一般社団法人等、人格のない社団等 800万円以下の部分 19.0％（15％(注))

共同組合等 800万円超の部分 19.0％

公益法人等 800万円以下の部分 19.0％（15％(注))

（注）カッコ内の税率15％は、2025年３月31日までの間に開始する事業年度に適用

される租税特別措置法による軽減税率である。

合格のポイント
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1. 預金利息等で源泉徴収された所得税等は、法人税の前払いとして法人税額から控除で

きる。
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合格のポイント

第2章 法人税の税額計算 MD04W

図表5-126・計算例／法人税額の計算

資本金5,000万円の中小法人（事業年度は2023年10月１日～2024年９月30

日）の所得金額が1,800万円の場合、法人税額を求めよ。ただし、税額控除

は考慮しないものとする。

法人税額 法人税額

800万円×15％ ＝120万円

1,000万円×23.2％＝232万円

352万円 ∴352万円

（１）地方法人税

地方法人税は、都市に集中しがちな法人住民税の偏在性の是正を目的とするもの

で、いったん国が税を集めて再配分する税である。法人税の納税義務者は地方法人

税の納税義務者となり、法人税の申告期限までに申告納付する。地方法人税の税額

は「基準法人税額×10.3％」で算出される。

（２）税額控除

税額控除は、法人税額を算出した後にその税額から直接差し引ける控除である。

主なものは以下のとおり。

① 所得税額控除

預金利息など支払段階で源泉徴収された所得税について、法人税の前払いとし

て精算する。

② 外国税額控除

外国との二重課税を調整するための控除である。

③ 法人税額の特別控除

産業の育成や促進などの政策目的のため、租税特別措置法で設ける控除であり、

主として青色申告法人や中小企業を対象に定められている。

（例）研究開発税制、賃上げ促進税制、企業版ふるさと納税、中小企業投資促進税

制 等
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２．同族会社の特別規定

（１）同族会社とは

同族会社とは、３人以下の株主等で自己株式を除く発行済株式（出資）の50％超

を保有している会社である。株主には、親族や内縁関係にある者等、株主と特別な

関係にある者（同族関係者）が含まれ、同族関係者グループの持株を全部合わせて

１人分として数える。

同族会社は少数の特定の株主によって支配されているため、株主が経営を意のま

まにしやすくなる。そこで、法人税や株主の所得税が不当に減少することが行われ

ないように、以下のような特別規定が設けられている。

（２）特別規定

1） 特定同族会社に対する留保金課税

資本金１億円超の特定同族会社（注）が、利益を株主に配当せず社内に留保す

ることで、配当に係る所得税課税を回避する行為を防ぐため、同族会社が一定限

度を超えて所得を留保した場合には、通常の法人税のほかに留保所得に対する特

別税率による法人税が課税される。

（注）同族関係者１グループで株式等の50％超を保有する同族会社

図表5-127・参考／留保金課税額

留保金課税額＝課税留保金額×特別税率

所得等の金額のうち
課税留保金額＝

留保した金額
－当期の法人税・住民税－留保控除額

特別税率

課税留保金額 税 率

年3,000万円以下の部分 10％

年3,000万円超 １億円以下の部分 15％

年１億円超の部分 20％

留保控除額

所 得 基 準 所得等×40％

定 額 基 準 2,000万円×事業年度の月数／12
３つのうち
最も多い額

積立金基準 資本金×25％－利益積立金

合格のポイント
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1. 会社が役員に時価より安い価格で資産を譲渡した場合、会社は適正な時価で譲渡した

ものとして所得を計算する。

・時価との差額は、役員への臨時的給与とみなされ、損金不算入となる。

2. 会社が役員に時価より高い価格で資産を譲渡した場合、会社は時価との差額を受贈益

として所得計算する。役員は差額を寄附金として取り扱う（寄附金控除は不適用）。
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2） 行為計算の否認

同族会社の行為または計算で、それをそのまま容認すると法人税の負担を不当

に減少させる結果になると認められる場合には、税務署長はその行為または計算

を否認し、法人税の金額を計算し直すことができる。

3） 役員または使用人兼務役員の範囲の特例

同族会社の使用人のうち、一定の割合以上の株式を保有している者で、その会

社の経営に従事している者は役員と認定される。

また、同族会社の役員のうち、部長、課長、その他法人の使用人としての職

制上の地位を有し、かつ、常時使用人としての職務に従事しているものであっ

ても、一定の割合以上の株式を保有している者は、使用人兼務役員としての扱

いを受けられない。

３．会社と役員間の取引 ★★★

（１）会社と役員間の資産売却 ★★★

会社と役員の間で、株式や不動産等を通常の価格よりも高い価格で買い取ったり、

逆に通常よりも安い価格で取引したりした場合には、会社もしくは役員に経済的利

益が発生するため、課税されることになる。

1） 会社から役員への譲渡 ★

① 会社が役員に時価より安い価格で資産を譲渡した場合

会社は適正な時価で譲渡したものとみなして、法人の所得を計算する。時価と

譲渡価格との差額については、役員への臨時的給与と認定され、損金算入できな

い。

役員はその差額部分について、給与所得に対する所得税と住民税が課税される。

② 会社が役員に時価より高い価格で資産を譲渡した場合 ★

会社は時価と譲渡価格との差額を、受贈益として所得を計算する。

役員は時価と譲渡価格との差額を、寄附金として取り扱う（寄附金控除の適用

はない）。

合格のポイント
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1. 役員が会社に時価よりも安い価格で資産を譲渡した場合、会社は差額を受贈益とする。

・譲渡価額が時価の１/２以上であれば、役員はその対価を譲渡収入とする。

・譲渡価額が時価の１/２未満の場合は、役員は時価を譲渡収入とする。

2. 役員が会社に時価よりも高い価格で資産を譲渡した場合、会社は適正な時価で取得し

たとし、時価との差額は役員への臨時的給与とされ、損金不算入となる。
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2） 役員から会社への譲渡 ★★★

① 役員が会社に時価よりも安い価格で資産を譲渡した場合 ★★★

譲渡価格と時価との差額については、会社の受贈益となり経済的利益が生じる。

役員にとっては、譲渡価格が時価の２分の１未満の場合は、時価が譲渡収入と

みなされる。時価の２分の１以上の場合はその対価をもとに譲渡収入を計算する。

② 役員が会社に時価よりも高い価格で資産を譲渡した場合

会社は適正な時価で取得したものとみなして、時価を取得価額として法人の所

得を計算する。適正な時価と譲渡価格との差額については、役員への臨時的給与

と認定され損金不算入となる。

役員には、時価と対価の差額に所得税と住民税が課税される。

図表5-128・時価との差額についての取扱い

売買関係 時価より安く譲渡 時価より高く譲渡

会社→役員

会 社 損金不算入(役員に対する給与) 受 贈 益

役 員 給与所得課税 寄 附

役員→会社

会 社 受 贈 益 損金不算入(役員に対する給与)

役 員 譲渡所得課税(注) 給与所得課税

（注）時価の１／２未満のときは時価で譲渡所得課税、１／２以上のときはその対

価で譲渡所得課税。

（２）会社と役員間の土地の賃貸借

役員の土地の上に会社が建物を建てた場合などは、借地権に関する課税が問題と

なる。

役員が所有する土地を会社に貸し付け、会社が建物などを建てたときは、借地権

が設定されたとみなされる。通常権利金を収受する慣行があるにもかかわらず権利

金を収受しないときは、会社に対して借地権の受贈益の認定課税が行われる（権利

金を受け取っていない役員は、借地権の権利金の認定課税は行われない）。

ただし、相当の地代を収受している場合や、「土地の無償返還に関する届出書」

を会社と役員との連名で納税地を所轄する税務署長に提出している場合は、会社に

対して借地権の認定課税は行われない。

合格のポイント
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1. 会社が役員に社宅を貸与する場合、一定額の賃貸料相当額を受け取っていない場合は、

その差額は役員に対する給与として課税される。

2. 役員が会社から無利息で金銭の貸付けを受けた場合、利息相当額は経済的利益として

給与課税される。

・役員が会社に無利子で金銭の貸付けを行った場合は、何の課税関係も生じない。
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（３）役員に社宅などを貸したとき ★★★

役員に対して社宅を貸与する場合、役員から所定の方法で算定した一定額の賃貸

料相当額を受け取っている場合は給与課税されない。しかし、一定額の賃貸料相当

額を下回る家賃、または無償で貸与した場合は、一定額の賃貸料相当額との差額が

役員に対する経済的利益として給与課税される。

（４）役員または従業員との金銭貸借 ★★★

役員が会社から金銭の貸付けを受けた場合、合理的な貸付金利での貸付けであれ

ば給与課税は生じないが、無利息または低金利の場合は合理的な貸付金利と実際の

金利との差額が経済的利益とみなされ、原則として給与課税の対象となる。会社は

合理的な貸付金利と実際の金利による利息の差額を益金に算入する。合理的な貸付

金利とは、借入金の平均調達金利または利子税特例基準割合（2024年は0.9％）を

いう。

逆に、役員が会社に無利息で金銭を貸し付けた場合、原則として役員・会社とも

何の課税関係も生じない。ただし、会社が役員からの借入金について債務免除を受

けた場合は、会社は債務免除を受けた額を益金の額に算入する。

（５）第三者割当増資

第三者割当増資とは、特定の第三者（特定の株主も含む）を対象に新株を発行す

ることである。

上場会社の場合は、業務提携先との関係を強化する場合や経営状態が悪く株価が

低いため普通の増資ができない場合などに利用される。業務提携先、取引先、自社

の役員などの縁故者が対象となることが多いので、縁故募集とも呼ばれる。

同族会社などの非上場会社では、オーナー社長の持株比率を上げる目的で利用さ

れる。このオーナー社長に対する新株発行も、会社と役員間の取引と解される。

また、第三者割当増資による新株発行が適正な時価未満で行われた場合（有利発

行という）は、新株を引き受ける第三者または特定の株主に対して、他の株主から

経済的利益の贈与があったとして贈与税が課税されることもある。

合格のポイント
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過去問題演習 -１６

会社と役員間の取引に係る所得税・法人税に関する次の記述のうち、最も

不適切なものはどれか。

１．会社が役員に対して無利息で金銭の貸付けを行った場合、原則として、

通常収受すべき利息に相当する金額が、その会社の所得金額の計算上、

益金の額に算入される。

２．会社が役員からの借入金について債務免除を受けた場合、その債務免除

を受けた金額が、その会社の所得金額の計算上、益金の額に算入される。

３．役員が所有する土地を適正な時価の２分の１未満の価額で会社に譲渡し

た場合、その役員は、適正な時価の２分の１に相当する金額により当該

土地を譲渡したものとして譲渡所得の計算を行う。

４．役員が会社の所有する社宅に無償で居住している場合、原則として、通

常の賃貸料相当額が、その役員の給与所得の収入金額に算入される。

2309
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1. 法人税の申告・納付期限は、事業年度終了の日の翌日から２ヵ月以内である。

2. 会計監査人の監査や定時株主総会の招集日程等の理由で申告期限までに決算が確定し

ない場合は、申請により１ヵ月の延長が認められる。
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第３章 法人税の申告、納付、処分

１．申 告 ★★★

（１）確定申告 ★★

法人は、事業年度終了の日の翌日から２ヵ月以内に、法人の本店または主たる事

務所の所在地を管轄する税務署長に対し確定申告書を提出しなければならない。ま

た、法人税の申告書を提出した法人は、申告書の提出期限までに申告書に記載した

法人税の金額を納付しなければならない。

ただし、会計監査人の監査を受けなければならない等の理由により決算が確定し

ない場合には１ヵ月の申告期限の延長が認められるため、事業年度終了後から最大

３ヵ月後まで延長可能である。

1） 大企業の電子申告（ｅ-Ｔａｘ）の義務化

大法人（内国法人のうち、事業年度開始の時において資本金の額等が１億円

を超える法人）については、以下の申告書等について、電子申告によることが

義務化されている。

法人税・地方法人税、道府県民税・市町村民税、事業税、
対象となる申告書

消費税、地方消費税

（２）中間申告

事業年度の期間が６ヵ月を超える法人は、事業年度開始の日以降６ヵ月（上半

期）を経過した日から２ヵ月以内に中間申告書を提出しなければならない。中間申

告は次のいずれかの方法を選択する。

① 前期分の法人税額の６ヵ月分の金額を中間申告法人税として納付する方法

ただし、この金額が10万円以下のときは、中間申告は不要である。

② 上半期の仮決算をして中間申告する方法

ただし、仮決算による中間申告税額が前期の法人税額の12分の６を超える場合

は、仮決算による中間申告はできない。

（３）確定申告を訂正する方法

会社は、申告した税額に不足額があるときは修正申告を行うことができる。また、

申告した税額が多すぎた場合は、確定申告書の提出期限から５年以内に限り、更正

の請求により、正しい税額への訂正を請求することができる。

合格のポイント
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1. 新設法人の青色申告の承認申請書の提出期限：下記a)、b)のうちいずれか早い日の前日。

a)設立した日以後、３ヵ月を経過する日

b)設立第一期の事業年度終了の日

2. 既存法人は、青色申告を受けようとする事業年度開始の前日までに申請書を提出する。
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（４）青色申告 ★★

個人と同様、法人の場合も青色申告制度がある。会社はもともと会社法上、会計

帳簿を作成し、10年間保存する義務がある。法人税法上はその帳簿を複式簿記によ

り行い、一定の帳簿を備え付け、保管することで様々な特典を受けることができる。

1） 青色申告の適用要件 ★★

① 法定の帳簿書類を備え付けて取引を記録し､ かつ､ 保存すること。

② 事業年度開始の日の前日までに、新設法人の場合は下記の期限までに、納税

地の所轄税務署長に青色申告の承認申請書を提出して､ 承認を受けること。

図表5-129・新設法人の青色申告の承認申請書の提出期限 ★★

設立の日または収益事業開始の日以後３ヵ月を経過した日 提 出 期 限

いずれか
設立第１期の事業年度終了の日 早い日の前日

（注）青色申告をしていた個人が法人成りをした場合でも、法人として新たに届け出

る必要がある。

2） 青色申告の主な特典

図表5-130

① 欠損金の繰越控除・繰戻還付 → 青色欠損金の10年間繰越控除

② 各種法人税額の特別控除

③ 各種特別償却等減価償却の特例 → 中小企業者の少額減価償却資産の

即時償却など

④ 帳簿書類の調査に基づく更正

⑤ 推計による更正または決定の禁止

（注）法人税には青色申告特別控除額の適用はない。

２．税務調査による処分

（１）更 正

更正とは、提出した申告書の内容が、税務署の調査により誤りがあることがわか

った場合に申告内容が修正されることである。この税務署長の更正（注）により追

徴される税金は、更正通知書の発送日の翌日から１ヵ月以内に納付しなければなら

ない。

（注）法人税の更正可能期間は申告期限から５年以内である。
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（２）決 定

決定とは、申告期限までに申告書を提出しなかったときに税務署が調査して税金

を決めることである。この税務署長の決定を受けた場合には決定通知書の発送日の

翌日から１ヵ月以内に納付しなければならない。

（３）附帯税

附帯税とは、国税のうち、延滞税、利子税、過少申告加算税、無申告加算税、不

納付加算税および重加算税をいう。

図表5-131・附帯税・附帯金（2024年）

期限内申告の納付 50万円以下の部分 10％
税額が過少のとき 50万円超の部分 15％

① 過少申告加算税 税務調査通知後の 50万円以下の部分 ５％
修正申告 50万円超の部分 10％

税務調査通知前の自主的な修正申告 課されない

50万円以下の部分 15％
期限内に申告・

50万円超の部分 20％
国 納付がないとき

300万円超の部分 30％

50万円以下の部分 10％
② 無申告加算税 税務調査通知後の

税 50万円超の部分 15％
期限後申告（注1） 300万円超の部分 25％（

税務調査通知前の自主的な期限後申告 ５％
附

自主的な期限後申告（一定の要件あり） 課されない
帯

源泉徴収義務者の源泉所得税の不納付 10％

③ 不納付加算税 期限後の自主的な納付 ５％税）

正当な理由があるとき 課されない

①、③で仮装、隠蔽があったとき 35％④ 重 加 算 税
（注1） ②で仮装、隠蔽があったとき 40％

期限後に納付した 納期限後２ヵ月超 8.7％⑤ 延 滞 税 とき、遅れた期間
（注2） に応じて 納期限後２ヵ月以内 2.4％

⑥ 利 子 税 延納の適用を受けたとき、その期間に応

（注2） じて
0.9％

（注1）５年以内に再度無申告加算税や重加算税の対象となった場合や、連続して期限

後申告を行ったことで無申告加算税や無申告重加算税を課されたことがあると

きの３年目の無申告加算税等については、10％加重される。

（注2）2024年の利子税の特例基準割合は0.9％であるため、利子税の特例税率は0.9％。

延滞税の特例基準割合は1.4％であるため、納期限２ヵ月超のときは8.7％、納

期限２ヵ月以内のときは2.4％。

合格のポイント
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３．法人の設立の場合の主な届出等

図表5-132

届出先 提出書類 添付書類等 提 出 期 限

(注)

設立届出書 ・定款の写し 設立登記の日から２ヵ月以内

最初の事業年度終了の日の前
税務署

青色申告の 日または設立の日から３ヵ月

承認申請書 を経過した日の前日のいずれ

か早い方の日

道府県 ・定款の写し

市町村
設立届出書

・登記事項証明書
設立から２ヵ月以内

（注）上記のほか、消費税関係については別途届出書の提出が必要な場合がある。

消費税の届出にあたっては、特に届出時期と適用期間との関係に留意。

４．法人税の主な申請・届出等

図表5-133

申請等の内容 提出書類等 提出期限 備 考

減価償却資産 償却方法を変更しよ 事業年度終

の償却方法の
減価償却資産の償却方法の

うとする事業年度開 了日でみな

変更
変更承認申請書

始の日の前日 し承認

減価償却方法 減価償却資産の償却方法の 設立事業年度の確定

の選択 届出書 申告書の提出期限

（注）棚卸資産の評価方法の変更や選択についても上記と同様。

５．各種証明書と発行元

所得税の納税証明書 ……… 税務署（申告書のコピーは取得できないが写真撮影

は可能）

個人住民税の納税証明書 … 住所地の市町村（区、都税事務所）

事業税の納税証明書 ……… 主たる事務所の都道府県税事務所

固定資産税の評価証明書 … 市、区、町村、都税事務所

法人の印鑑証明 …………… 法務局（登記所）

法人の登記事項証明書 …… 法務局（登記所）

合格のポイント
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図表5-134・計算例／附帯税

法人税の税務調査を受けて、確定申告した内容に誤りがあり申告税額に不足

のあることが判明した。申告を修正することにより課税される附帯税（国税）

の組合せとして正しいものはどれか。ただし、この法人は申告期限延長法人で

はないものとする。

１．不納付加算税＋利子税

２．過少申告加算税＋利子税

３．不納付加算税＋延滞税

４．過少申告加算税＋延滞税

［解答］正解 ４

不納付加算税は、源泉所得税を納期限までに納付しなかった場合に課さ

れる加算税である。また、過少申告加算税は、法人税等の申告納税方式に

よる国税について、修正申告等による増加税額に対して課される加算税で

ある。利子税は、法人税の確定申告書の提出期限の延長の特例の適用を受

けている場合に、提出期限から延長された提出期限までの期間について課

されるものである。また、延滞税は、法定納期限までに納付しなかった場

合に、法定納期限の翌日から完納した日までの日数に応じて課されるもの

（ペナルティ）である。

過去問題演習 -１７

法人税の仕組みに関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１．法人税が採用している申告納税方式は、納付すべき税額が納税者である

法人がする申告により確定することを原則とする方式である。

２．新設法人が設立事業年度から青色申告の適用を受けようとする場合、設

立の日以後２ヵ月以内に「青色申告の承認申請書」を納税地の所轄税務

署長に提出しなければならない。

３．法人税の確定申告書は、原則として、各事業年度終了の日の翌日から２

ヵ月以内に、納税地の所轄税務署長に提出しなければならない。

４．期末資本金の額等が１億円以下の一定の中小法人に対する法人税の税率

は、所得金額のうち年800万円以下の部分については軽減税率が適用さ

れる。

2105

第3章 法人税の申告、納付、処分 MD04W



1. 貸借対照表は、ある一定時点（通常は期末）の財産状態を表す財務諸表である。
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第４章 決算書の仕組みと分析

１．決算書の財務状況の把握 ★

財務諸表上の評価は、確定した過去の実績を基にした評価である。これをベース

に今後の様々な方針が検討・決定されることになる。

重要なものとしては、損益計算書と貸借対照表の分析がある。収益性分析、安全

性分析、生産性分析、成長性分析などが行われる。

（１）簿記とは

損益計算書や貸借対照表などの財務諸表を作成するには、日々の取引を正確に記

録・整理することが必要であり、この取引を記録、計算、整理する方法が簿記であ

る。簿記では、取引を「資産・負債・資本・収益・費用」という５つの取引要素に

分け、各要素の金額の増・減・残を組み合わせて記録する。

・どれだけ利益をあげたか

・どれだけ損をしたか
損益計算 損益計算書

・財産はどれだけあるか 財産計算 貸借対照表

（２）Ｂ／Ｓ（貸借対照表）とＰ／Ｌ（損益計算書）の基本 ★

1） 貸借対照表（Ｂ／Ｓ＝Balance Sheet） ★

貸借対照表はある一定時点の財産状態を表すものである。この表はＴ字形であ

るため「Ｔ勘定」と呼び、Ｔの字の左側を「借方」、右側を「貸方」という。

貸借対照表は、資産・負債（他人資本）・純資産（自己資本）に分けられる。

図表5-135・Ｂ／Ｓの構成

左（借方） 右（貸方）

負 債

資 産
純 資 産

資 産…会社が経営活動を行うのに必要な財貨や、金銭・財貨・サービスを受け

取る権利および法律上の権利など。

負 債…商品を掛けで仕入れたときの債務である買掛金、税金などの債務である

未払金、銀行などからの借入金など。

純資産…資産から負債を引いた金額（資産－負債＝純資産）。

合格のポイント
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1. 損益計算書は、売上高、費用、利益など会社の経営成績を表す財務諸表である。
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合格のポイント

第4章 決算書の仕組みと分析 MD04W

① 資本等式と貸借対照表等式

資産、負債、純資産（資本）の間には次の関係が成り立つ。

＜資 本 等 式＞ 資産－負債＝純資産（資本）

＜貸借対照表等式＞ 資産＝負債＋純資産（資本）

2） 損益計算書（Ｐ／Ｌ＝Profit and Loss Statement）

貸借対照表はある一定時点の財産状態を表すものであるが、その財産状態に至

った経緯を表すものが損益計算書である。その事業年度の売上高、その売上を確

保するために支出した費用の内容、そしてその差額としての利益などを一覧表に

したものであり、経営成績を表す。

図表5-136・損益計算書の構成

左（借方） 右（貸方）

１年間の費用 費 用
収 益 １年間の収益

利 益

収 益…売上など経営活動で資本を増加させる原因となるものまたは経済価値

の増加を表す。

費 用…経営活動で資本を減少させる原因となるものまたは収益をあげるため

に犠牲になったものを表す。

貸借対照表と損益計算書を並べて、利益がどの位置にあるかを見てみる。

図表5-137

Ｂ／Ｓ

負 債

資 産 資 本 金

利益（剰余金） 純資産の増加

Ｐ／Ｌ

費 用
収 益

収益と費用の差 利 益

左 右
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（３）決算書

①貸借対照表、②損益計算書、③株主資本等変動計算書は、企業会計上の書類で

ある。

① 貸借対照表

図表5-138

貸 借 対 照 表

2024年３月31日現在

単位：円

資産の部 負債の部

流動資産 1,478,692,346 流動負債 615,695,279

現金 173,717,704 支払手形 522,479,485

受取手形 431,606,857 買掛金 43,774,374

売掛金 579,260,265 未払金 36,322,020

商品 291,230,600 未払法人税等 13,119,400

前払費用 2,876,920 固定負債 697,093,882

固定資産 143,123,751 長期借入金 682,936,747

建物 65,420,929 退職給付引当金 14,157,135

機械装置 4,279,605 負債の部合計 1,312,789,161

土地 72,177,960

ソフトウエア 1,245,257

繰延資産 20,343,086 純資産の部

開業費 20,343,086 株主資本

資本金 200,000,000 ④

利益剰余金 129,370,022

繰越利益剰余金 129,370,022 ②

純資産の部合計 329,370,022 ③

資産の部合計 1,642,159,183 負債・純資産の部合計 1,642,159,183

株主資本等変動計算書②～④へ

合格のポイント
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② 損益計算書

図表5-139

損 益 計 算 書

自 2023年４月１日 至 2024年３月31日
単位：円

売上高 2,891,308,760

売上原価 2,502,401,868

売上総利益 388,906,892

販売費及び一般管理費 325,303,326

営業利益 63,603,566

営業外収益 12,630,338

営業外費用 23,819,008

経常利益 52,414,896

税引前当期純利益 52,414,896

法人税等 26,592,600

当期純利益 25,822,296 ①

株主資本等変動計算書①・別表四①へ

③ 株主資本等変動計算書

図表5-140

株主資本等変動計算書

自 2023年４月１日 至 2024年３月31日 単位：円

株 主 資 本

資本剰余金 利益剰余金 純 資産 合 計
資本金 自己株式 株主資本合計

資本準備金 利益準備金 繰越利益剰余金

前 期 末 残 高 200,000,000 103,547,726 303,547,726 303,547,726

当 期 変 動 額

剰余金の配当

自己株式の取得

当 期 純 利 益 25,822,296 25,822,296 25,822,296

当期変動額合計 25,822,296

当 期 末 残 高 200,000,000 0 0 129,370,022 0 329,370,022 329,370,022

④ ② ③

損益計算書①より 貸借対照表②～④より

合格のポイント

第4章 決算書の仕組みと分析 MD04W
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（４）申告書 ① 別表一

６ ５ 31
麹町

千代田区霞ヶ関３－１－１

03 3581 12**
卸売業

エフピーケイデンシカブシキガイシャ

ＦＰＫ電子株式会社
200,000,000

キムラ イチロウ

木村 一郎

千代田区三崎町×－××－×

０５ ０４ ０１ 確定

０６ ０３ ３１

７７７０７０００ １２９６
１８０２８０２４

１２９６
１８０２８０２４ １２９６

１８０２８０２４

１２９６

１８０２６７

８５１３４

９５１３３

１８０２８０２４

１８０２８

１８５６８８４

１８５６８８４

０６０５２８

１８５６８

８７６８

９８００

36

「別表四」により、企業

会計上の「決算書」にあ

る利益を法人税法上の所

得に組みかえ「別表一」

で計算する。別表四より
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② 別表一次葉

5 4 1
6 3 31

ＦＰＫ電子株式会社

77,707 18,028,024

18,028 1,856,884

第4章 決算書の仕組みと分析 MD04W
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③ 別表四 5 4 1
6 3 31 ＦＰＫ電子株式会社

25,822,296 25,822,296

9,390,200 9,390,200
2,980,400 2,980,400
13,119,400 13,119,400

71,200 71,200
2,913,996 2,913,996

13,645,621 13,645,621

退 職 給 付 引 当 金 繰 越 超 過 額 11,216,371 11,216,371

53,337,188 39,620,367 13,716,821
344,000 344,000

1,102,600 1,102,600
7,180 7,180

1,453,780 1,446,600 7,180

77,705,704 63,996,063

77,705,704 63,996,063

1,296 1,296

77,707,000 63,996,063

77,707,000 63,996,063

77,707,000 63,996,063

77,707,000 63,996,063

77,707,000 63,996,063

△7,180
13,716,821

損益計算書①｢当期純利益｣より

△7,180
13,716,821

△7,180
13,718,117

△7,180
13,718,117

△7,180
13,718,117

△7,180
13,718,117

タックスプランニング 第３編 法人税・法人地方税

別表（一）へ



1. 売上総利益（粗利益）＝売上高－売上原価

・営業利益＝売上総利益（粗利益）－販売費及び一般管理費

・経常利益＝営業利益＋営業外収益－営業外費用

・税引前当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失

2. 売上総利益率（粗利率）＝売上総利益÷売上高×100

3. 営業利益率＝営業利益÷売上高×100
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２．決算書の分析 ★★★

（１）損益計算書は主に収益分析等に重要 ★★★

企業の経営成績表である損益計算書や財産状態を表す貸借対照表を基にして、様

々な分析が行われる。分析にあたっては、その数値の変化率や各項目の構成比率な

どを時系列で把握・分析することが最も大事である。

1） 損益計算書は５つの利益と３つの利益率が重要 ★★★

損益計算書の５つの利益は次の①～⑤になる。

図表5-141・損益計算書の例
① 売上総利益（いわゆる粗利益）

売上高 10,000 「売上高－売上原価」

売上原価 8,000 ② 営業利益：本業の利益

売上総利益 … ① 2,000 「売上総利益－販売費及び一般管理費」

販売費及び一般管理費 1,200 ③ 経常利益は、受取配当金や利息などの営

営業利益 … ② 800 業外収益、支払利息などの営業外費用を

営業外収益 100 含めた利益

営業外費用 400 「営業利益＋営業外収益－営業外費用｣

経常利益 … ③ 500 ④ 税引前当期純利益は、固定資産の売却損

特別利益 300 益や役員退職金等の特別な損失などを含

特別損失 600 めた利益

税引前当期純利益 … ④ 200 「経常利益＋特別利益－特別損失」

法人税、住民税及び事業税 60 ⑤ 当期純利益は、利益にかかる税金を差し

当期純利益 … ⑤ 140 引いた後の会社に残る純利益

「税引前当期純利益－法人税等」

（２）損益計算書の重要な３つの利益率分析（年度比較や業界比較を行う）

① 売上総利益率（粗利率）＝売上総利益÷売上高×100

粗利率が高いほど収益力が高いといえる。仕入れや売上の力を表す。比較して

数値が低下していれば、注意が必要である。

② 営業利益率＝営業利益÷売上高×100

営業利益率が高いほど良い。販売・一般管理費の増減などで本業の状況を表す。

比較し数値が低下していれば、販管費の増加に注意が必要である。

合格のポイント

第4章 決算書の仕組みと分析 MD04W



1. 経常利益率＝経常利益÷売上高×100

2. 流動資産とは決算日の翌日から１年以内に現金化できる資産をいい、流動負債とは決

算日の翌日から１年以内に支払期限が到来する債務をいう。
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③ 経常利益率＝経常利益÷売上高×100

経常利益率は、本業の利益に営業外収益・損失を加えた通常の企業活動による

利益率を表すもので、会社の総合力を表す指標として重要である。

（３）貸借対照表は安全性分析などに重要 ★★

貸借対照表（Ｂ／Ｓ：バランスシート）は、ある一定時点の財産状態を表したも

のであり、言い換えれば、資金調達とその運用を表しているといえる。

「資産＝負債＋純資産」であり、左右が同額になる。

図表5-142・貸借対照表の例

１．資産の部 ２．負債・純資産の部
１．資産の部は、企業が保有する財

産明細である。

①流動資産 5,000 ④流動負債 9,000 ①流動資産は、現預金、商品等。１

現預金 3,000 買掛金 4,000 年以内に現金化できる資産を表

売掛金等 1,500 借入金 5,000 す。

商 品 500 ⑤固定負債 5,000 ②固定資産は、機械設備、土地・建

⑥負債合計 14,000 物、無形固定資産（特許権や商標

権）等の金額を表す。

②固定資産 15,000 株主資本

車 両 500 資本金 3,000 ２．負債・純資産の部は、企業が所

建 物 8,500 剰余金 2,000 有する財産等を、会社の自己資金

土 地 6,000 繰越利益剰余金 1,000 から調達したのか借入金で調達し

⑦純資産合計 6,000 たのかを表す。

④流動負債は、銀行からの借入れや

③資産合計 ⑧負債・純資産合計 買掛金等の負債など、１年以内に

20,000 20,000 支払期限が到来する債務を表す。

⑤固定負債は、長期的な借入れ負債

などを表す。

⑥負債合計は、一般的に短期・長期の他人資本で調達している資金合計を表す。

⑦純資産合計は、株主が出資した資本金や累積利益などを表す。

これら、資産・負債・純資産の内容や比率などを基にして分析が行われる。

合格のポイント
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1. 総資本経常利益率＝経常利益÷総資本×100

2．当座比率＝当座資産÷流動負債×100

3. 固定比率＝固定資産÷自己資本×100

4. 自己資本比率＝自己資本÷総資本×100

5．自己資本利益率（ＲＯＥ）＝当期純利益÷自己資本×100

41

（４）貸借対照表からの分析 ★

① 流動比率＝流動資産÷流動負債×100 ：100％以下は注意 ★

流動負債に対する流動資産の割合で、支払能力に対する短期の安全性を表す。

② 当座比率＝当座資産（現預金、売掛金、有価証券等）÷流動負債×100

：80％以下は注意

流動負債に対する当座資産の割合で、支払能力を換金性の高さで表す。

③ 固定比率＝固定資産÷自己資本×100 ：200％以上は注意

自己資本に対する固定資産（設備投資）の割合で、長期の財務の安全性を表す。

④ 固定資産回転率＝売上高÷固定資産 ：業種により３～６程度がよい。

売上高に対する固定資産の割合で、設備投資の適性度を表す。

⑤ 固定長期適合率＝固定資産÷(自己資本＋固定負債)×100：120％以上は注意

自己資本と固定負債に対する固定資産の割合で、長期の借入れなどに対する安

全性を表す。

⑥ 自己資本比率＝自己資本÷総資本（負債・純資産合計）×100 ★

総資本に対する自己資本の割合で、財務の長期の安全性を表す。高い方がよい

とされている。

（５）損益計算書と貸借対照表からの分析

① 総資本回転率＝売上高÷総資本(負債・純資産合計)：１以下は注意

資本が効果的に使われているか、売上に結びついているかどうかの収益性を表

す。

② 総資本経常利益率＝経常利益÷総資本（負債・純資産合計）×100

資本に対する本業の利益が効率的かどうかの収益性を表す。

③ 売上債権回収率＝売上高÷（売掛金＋受取手形）

売上高に対する売上債権の割合で、経営の効率性を見る指標の１つ。業種によ

り３～６程度がよい。

④ 自己資本利益率（ＲＯＥ）＝当期純利益÷自己資本×100

自己資本を元としてどれだけの利益を上げたかを見る指標で、一般にＲＯＥが

高いほど効率的な経営がなされていると判断される。

合格のポイント
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（６）回転率分析

回転率分析（期間）の主なものには、総資本回転率、棚卸資産回転率（期間）、

売上債権回転率（期間）などがある。

年間売上高
① 総資産(総資本)回転率 ＝

総資本

投下資本がどれだけ効率よく利用されているか。売上獲得に貢献しているか。

年間売上高
② 棚卸資産回転率 ＝

在庫の金額

１年間に平均何回売り上げが実現しているか（回数が多い方がよい）

在庫の金額
③ 棚卸資産回転期間（月数) ＝

売上高÷12月

平均、何か月分の在庫を抱えているか（在庫期間は短い方がよい）

年間売上高
④ 売上債権回転率 ＝

売上債権の金額

売上債権が効率よく回収できているか（回数が多い方がよい）

売上債権の金額
⑤ 売上債権回転期間（月数) ＝

売上高÷12月

平均、売上債権の回収まで何か月かかるか（回収期間は短い方がよい）

（７）成長性分析

成長性分析の主なものは、売上高、利益、資本の分析であり、それぞれ前期と比

較して算出される。

① 売上高増加率＝当期売上高増加額÷前期売上高×100

売上高の伸びにより、成長性を表す。

② 経常利益増加率＝当期経常利益増加額÷前期経常利益×100

③ 総資本増加率＝当期総資本増加額÷前期総資本×100

合格のポイント
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1. 変動費率＝変動費÷売上高×100

2. 限界利益＝売上高－変動費

3. 限界利益率＝限界利益÷売上高×100

4. 損益分岐点売上高＝固定費÷限界利益率
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（８）損益分岐点分析

企業が経営を継続するために必要な売上高を、損益計算書や費用の分析資料から

算出するものである。企業の利益・損失は、売上から費用を差し引いてプラスにな

れば利益が、マイナスになれば損失が生じることになる。したがって、費用を分析

することにより、損益がゼロになるために必要な売上高を算出することで、損益分

岐点がわかる。この分析はまず費用を変動費と固定費に分け、変動費から変動比率

を求める。また、変動費から限界利益を求め限界利益率を求める。これを元にして

損益分岐点の売上高を求める。

1） 企業の費用は大きく２つに分けられる。

① 固定費

売上が増減しても会社の運営上固定的に必要となる費用のことで、人件費・賃

貸料・減価償却費等などが該当する。

② 変動費

売上や生産量に応じて変動する費用のことで、原材料費、販売手数料、その他

売上により増加するもの。

③ 変動費率＝変動費÷売上高×100

売上高に対する変動費の割合で、売上高の増減に応じて増減する費用の割合で

ある。

④ 限界利益＝売上高－変動費

売上高から変動費を差し引いたものが限界利益である。

⑤ 限界利益率＝限界利益÷売上高×100

売上高に対する限界利益の割合が限界利益率である。

2） 損益分岐点の売上高の算出

① 損益分岐点では、「売上高－変動費－固定費＝営業利益ゼロ」の関係が成り

立つ。まず、売上高に占める変動費の割合を求める。売上高から変動費を差

し引いたものが限界利益であり、「限界利益率＝売上高（100％）－変動費

率」となる。

② 損益分岐点とは営業利益がゼロとなる状態であるから、「固定費＝限界利

益」であれば利益はゼロとなる。したがって、「損益分岐点売上高＝固定費

÷限界利益率」となる。

合格のポイント

第4章 決算書の仕組みと分析 MD04W



1. キャッシュフロー計算書は、すべての上場企業に作成が義務付けられている財務諸表

で、企業の実際のお金の流れを示す計算書のこと。

・企業のキャッシュフローの現在額および増減額が、「営業活動・投資活動・財務活

動」の３分野において示される。
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図表5-143・計算例／損益分岐点

下記の損益計算書から損益分岐点となる売上高を計算

＜損益計算書＞
単位：万円

売上高 20,000

変動費 12,000

限界利益 8,000

固定費 6,000

営業利益 2,000

売上高に占める変動費の割合＝12,000万円÷20,000万円＝0.6 → 60％

限界利益率＝売上高100％－変動費率60％＝40％

損益分岐点売上高＝固定費÷限界利益率＝6,000万円÷40％＝15,000万円

（９）キャッシュフロー計算書 ★

キャッシュフロー計算書は、現金等が「会社のいかなる活動によって、いくら増

減したか」といった企業の実際の資金の流れを段階を追って示すもので、キャッシ

ュフローの現在額および全体の増減額が、①営業活動、②投資活動、③財務活動の

３つの分野において示されている。

企業会計上の損益計算は発生主義のため、実際の現金の動きとは一致しない。そ

こで、実際のお金の流れで企業の実態を把握しようという財務諸表である。

金融商品取引法の適用を受ける上場企業等は、有価証券報告書の中で作成開示が

義務付けられている財務諸表の１つである。

1） 営業活動によるキャッシュフロー

本業による収入と支出の差額を表すもので、本業によりお金がどれだけ増えた

か、または減ったかが分かる項目。営業活動によるキャッシュフローがマイナス

の場合は本業で苦戦しており、本業そのものの見直しも検討されるべきといえる。

2） 投資活動によるキャッシュフロー

設備投資のための固定資産の取得や余剰資産の売却、株式や債券の購入や売却

をしたときの現金の流れを表す。投資キャッシュフローがマイナスの場合は設備

投資などで資金を使っていることを表し、プラスの場合は会社が持っている設備

や資産などの売却額が投資額を上回っていることを示す。

合格のポイント
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3） 財務活動によるキャッシュフロー

資金の不足をどう補ったか、また余った資金をどのように使ったかを表す。銀

行の借入金や社債発行などで資金を調達した場合はプラス、借入金の返済や配当

金などを支払った場合はマイナスとなる。

投資活動や財務活動によるキャッシュフローについては、プラスまたはマイナス

で良し悪しが判断できず、その内容により総合的に注視されるべきである。

合格のポイント
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1. 法人住民税の均等割額は、資本金等の額（市町村民税は併せて従業員数を考慮）に応

じて課税される。
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第５章 法人地方税の基礎知識

１．法人住民税

（１）法人住民税の納税義務者

1） 法人住民税とは

法人の道府県民税と法人の市町村民税をあわせて法人住民税という。東京23区

は、都民税と区民税を合わせて法人都民税として納付する。法人の道府県民税や

市町村民税の課税の基準は、法人税割と均等割からなっている。

① 法人税割は、納税者の法人税額を課税標準として税額が計算される。

② 均等割は、法人の規模等に応じた一定額を所得金額がない場合でも納税する。

図表5-144・法人住民税の区分

道府県民税 ＝ 均等割 ＋ 法人税割
法人住民税

市町村民税 ＝ 均等割 ＋ 法人税割

2） 納税義務者

道府県（市町村）内に事務所、または事業所を有する法人。

（２）標準税率等

地方自治体により、制限税率を限度に引き上げることもできる。

1） 均等割

道府県民税の均等割額は資本金等の額に応じて、市町村民税の均等割額は資

本金等の額と従業員数に応じて課税される。

図表5-145

市町村民税均等割

資本金等の金額 都道府県民税
従業員数 従業員数均等割
50人超 50人以下

1,000万円以下 ２万円 12万円 ５万円

1,000万円超 １億円以下 ５万円 15万円 13万円

１億円超 10億円以下 13万円 40万円 16万円

10億円超 50億円以下 54万円 175万円
41万円

50億円超 80万円 300万円

合格のポイント
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1. 法人住民税の法人税割は、算出した法人税額を課税標準として計算される。

2. 法人住民税は、原則として事業年度終了の日の翌日から２ヵ月以内に申告納付する。
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2） 法人税割

法人市町村民税、法人道府県民税は、算出された法人税額に対し、次の率を乗

じて算出する。

法人税割額＝算出法人税額×法人税割の税率

図表5-146・法人税割の標準税率（括弧内は制限税率）

道府県民税 市町村民税 国 税

法人税割 法人税割 （地方法人税）
合 計

1.0％（2.0％) 6.0％（8.4％) 基準法人税額×10.3％ 17.3％（20.7％)

（３）課税標準の分割

２以上の都道府県または市町村に事務所等を有する法人にあっては、法人税額を

各都道府県もしくは市町村に有する事務所または事業所の従業員者数で分割し、こ

れを課税標準として地方公共団体で定めている税率を乗じて法人税割額を算定し、

これに均等割額を加算した額が申告納付額となる。

（４）法人住民税の申告

法人住民税は、法人税と同様、事業年度終了後２ヵ月以内に申告納付が必要であ

る。

２．法人事業税

（１）法人事業税とは

法人事業税は、法人が行う事業に課税される都道府県税で、法人が地方自治体か

ら様々な行政サービスの提供を受けていることに対し、必要な経費を分担すべきで

あるという考え方に基づいており、事業活動に対する行政サービス料的な意味合い

を持った税金である。法人税においては損金算入の対象となる租税公課である。

法人事業税と特別法人事業税を合わせて、都道府県に申告納付することとなって

いる。なお、法人事業税、特別法人事業税は、申告書の提出事業年度の損金の額に

算入される。



1. 法人事業税は、損金の額に算入される。
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（２）資本金１億円以下の普通法人の場合

1） 課税標準と税率

原則として、法人税の課税所得を課税標準として税率を乗じる。

図表5-147・資本金１億円以下の普通法人の場合

課税所得の区分

年400万円超
年400万円以下の部分

800万円以下の部分
年800万円超の部分

3.5％ 5.3％ 7.0％

2） 特別法人事業税の税率

前項 1) で算出した法人事業税の額を課税標準として37％の税率が適用される。

特別法人事業税は、法人が集中する都道府県に収入が偏るため、事業税の一部

を地方法人特別税として国が収受し、それを地方に再配分するための税である。

（３）外形標準課税（資本金１億円超の普通法人の場合）

資本金１億円超の法人の事業税については、所得金額だけではなく、事業所の床

面積や従業員数、資本金など、客観的に判断できる基準を課税ベースとして税額を

算定する「外形標準課税」がとられている。したがって、大法人は赤字法人であっ

ても課税される。赤字法人であっても地方自治体の行政サービスを受けているため、

大法人に対しては負担を求める。

外形標準課税は、次の３つで構成されている。

① 「所得割」……… 企業の所得のみを基準として税額を算定する部分

② 「付加価値割」… 報酬給与額や支払利子、支払賃借料などを基準として

税額を計算する部分

③ 「資本割」……… 資本金や資本積立金を基準として税額を計算する部分

（４）申告納税

法人税と同様、事業年度終了後２ヵ月以内に申告および納付が必要である。なお、

法人道府県民税と同一の申告書および納付書で行う。
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1. 会社法の下で設立できる会社は株式会社、合同会社、合資会社、合名会社の４つ。

・いずれの会社も最低資本金の制限はなく、資本金１円でも設立可能。

2. 株式譲渡制限会社は、すべての株式について譲渡制限を付している会社をいう。

・株式譲渡制限会社以外の会社は公開会社に区分される。
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第６章 会社法と法人成りの基礎知識（個人から法人の移行)

１．会社法の概要 ★

（１）会社類型

会社法のもとで設立することができる会社類型は、株式会社、合同会社、合資会

社、合名会社の４つである。

1） 株式会社

株式譲渡制限により「公開会社」と公開会社以外の会社（非公開会社）に区分

され、後者を「株式譲渡制限会社」と呼ぶ。一般にいう株式の公開（証券取引所

への上場）とは異なることに留意する。

株式譲渡制限会社とは、すべての株式について株主が株式を譲渡するに際し

会社の承認を必要とする会社であり、譲渡制限を付している株式と付していな

い株式の両方を発行している会社は公開会社に区分される。

2） 株式会社以外の会社

合同会社、合資会社、合名会社があり、これらを持分会社と総称する。なお、

有限会社を新規に設立することはできず、従来の有限会社は法律の形式上は株式

会社となるが、実質的には有限会社の特徴をそのまま継続できることとなってい

る。このような会社を「特例有限会社」と呼ぶ。

合格のポイント
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1. 自己株式を特定の株主から有償取得する場合は、株主総会の特別決議による。
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（２）会社の設立・資本金等 ★

図表5-148

株式会社：発起人１人で設立できる「発起設立」と発起人以

会 社 の 設 立 外に出資者をつのる「募集設立」がある。

合同会社：社員１人で可。

会社の種類を問わず、最低資本金の制限は撤廃されたため、
最 低 資 本 金

資本金「１円」でも設立できる。

純資産額300万円未満の場合は、剰余金の配当ができない。

剰 余 金 の 配 当 配当金額は、所定の方式で計算された分配可能額を限度とす

る。

商 号 同一の所在地を本店とする同一商号のみを廃止。

・取締役会設置会社は取締役が３名以上、監査役（または会

計参与）が１名以上必要。
取締役、監査役

・株式譲渡制限会社で取締役会を設置しない会社は取締役１

名で可。監査役は任意設置。

原則、取締役２年（定款で１年も可）、監査役４年。
役 員 の 任 期

※株式譲渡制限会社については最長10年に延長可能。

すべての株式会社で設置可能。
会 計 参 与

公認会計士または税理士が会計参与に就任できる。

自己株式取得の決議が定時株主総会に限定されず、臨時株主

総会でも可能。

自己株式の取得 ・自己株式を特定の株主から有償取得する場合は特別決議に

よる。

・全株主に譲渡の機会を与える場合は普通決議による。

・普通決議…議決権の過半数を有する株主の出席で、出席株主の議決権の過半数の

賛成により決議すること

・特別決議…議決権の過半数を有する株主の出席で、出席株主の議決権の３分の２

以上の賛成により決議すること
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２．合同会社（日本版ＬＬＣ：Limited Liability Company）

自由で柔軟かつ、事業家へのリスクを軽減できる組織形態として、合同会社（日

本版ＬＬＣ）という有限責任会社がある。創業、事業再編、産学連携の推進、研究

開発、高度サービス等の共同事業に適した組織とされている。社員は１人でも可で

あり、その特徴は以下のとおり。

① 法人格があること

② 社員の有限責任が確保されること

③ 会社は内部自治の原則が適用。社員全員一致で定款の変更等を行い、社員自

らが会社の業務執行にあたる

３．法人成りとは ★

個人事業者が会社（法人）を設立してその法人に事業を移すことを「法人成り」

という。

「法人成り」にあたっては、現状と法人設立後の税コスト、設立時の登記諸費用、

法人運営の事務管理費用、社会保険料負担などを含めた総合的な比較検討が必要と

なる。

（１）法人成りのメリット

個人事業者の事業所得が大きくなってきた場合には、次の理由から法人を設立し

て、その法人に事業を移した方が税務上有利である。

1） 所得税と法人税の税率の相違

個人の所得には超過累進税率（所得税）が適用されるが、法人の所得に対して

は比例税率（法人税）が適用される。個人の所得が一定額以上であれば、法人の

比例税率の方が税負担が少ない。

2） 所得の種類の変更により所得を圧縮できる

事業所得を給与収入に変えることで、給与所得控除額分の所得を圧縮できる。

法人が社長個人に役員給与を支払うことにより、社長の事業所得を給与所得に

することができる。これにより、給与所得控除額の金額だけ所得金額を減少させ

ることができる。

合格のポイント

第6章 会社法と法人成りの基礎知識 MD04W
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3） 経営者の生計一親族に対する給与を費用化できる

法人の事業であれば、その社長の生計一親族であっても、勤務実態に応じて給

与支給し、これを費用（損金）にできる。一方、個人事業者の場合には、従業員

のうちその個人の生計一親族への給与は、原則として経費に算入できない。

事業専従者または青色事業専従者に該当すれば経費に算入できるが、支給する

給与に制約があり、事前に給与額の届出（青色事業専従者）が必要であったり、

その年のうち一定期間以上その事業に専従しなければ、その支給した給与は費用

と認められない。

4） 青色欠損金の繰越控除期間が法人は長い

青色欠損金の繰越控除期間は、個人（所得税）の場合には３年で、法人（法人

税）の場合は10年である。

5） 減価償却費の計上は、法人の場合には任意である

個人（所得税）の場合には、法人（法人税）と異なり、減価償却費の計上は強

制である。

6） 役員退職金の支給

個人の場合は、事業主や青色事業専従者に支給する退職金は必要経費とならな

いが、法人の場合、経営者や家族従業員に支給した退職金は適切な額の範囲であ

れば損金となる。かつ、個人の退職所得においては退職所得控除後の２分の１で

計算することにより、所得を減少させることができる。

（注）役員在任期間が５年以下の短期在任の役員退職金部分や短期退職手当等の一

定部分については２分の１課税はない。

（２）手続き関係 ★

事業を開始すると、税務署や年金事務所等に開業時の諸手続きが必要となる。

具体的には、「法人設立届出書」、「給与支払事務所等の開設届出書」、「源泉

所得税の納期の特例の承認に関する申請書」、「青色申告承認申請書」、健康保険、

厚生年金保険の「社会保険新規適用届」、労働保険の「保険関係成立届」の提出な

どである。なお、社会保険については、法人は強制加入である。

1） 税務署への届出時期 ★

設立届出等は、法人は設立の日から２ヵ月以内に届出が必要となる。青色申告

の申請は、法人は設立の日以後３ヵ月経過した日と設立事業年度終了の日のいず

れか早い日の前日までに届出する必要がある。

合格のポイント
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（３）個人事業と法人の主な税務比較

図表5-152・個人事業と法人の場合の税に関する取扱い等

個人事業 法 人

課 税 期 間 暦年課税（1/1～12/31） 事業年度課税

税 率 超過累進税率 比例税率

利 子 所 得 源泉分離課税 益金算入（所得税額控除あり)

原則総合課税 受取配当等の益金不算入制度あ

ただし少額配当等の場合、配当 り。

配 当 所 得 時の源泉徴収にて課税関係を終

了できる。

配当控除あり。

業務上必要と認められるものは 資本金等の金額が100億円以下

全額必要経費となる。 の場合、交際費のうち飲食費

交 際 費 の50％は損金算入できる。ま

た、中小法人は年800万円まで

の交際費が損金算入できる。

減価償却費 強制償却 任意償却

不動産・事業・山林・譲渡の損 所得を区分して課税することが

損 益 通 算 失のみ他の所得と通算できる。 ないので、すべての利益と損失

(所得の相殺) ただしこれらの所得の損失でも について通算できる｡

対象外のものあり。

図表5-153・個人事業と法人の場合の税負担

経営者の所得税（事業所得）、住民税（事業所得）、事業税
個人事業

事業専従者の所得税（給与所得）、住民税（給与所得）

会社の法人税、住民税、事業税

経営者の所得税（給与、配当所得）
法 人

〃 住民税（給与、配当所得）

役員等(家族従業員等)の所得税(給与所得)、住民税(給与所得)

合格のポイント
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図表5-154・青色申告制度／個人と法人の比較

個人事業 法 人

青色申告制度 不動産所得、事業所得、山林所

適 用 対 象 得を業務として行っている者
制限なし

原 その年の３月15日

青色申告 則 （確定申告期限）
その事業年度開始日の前日

申 請 書 設立後３ヵ月を経過した日ま
提出期限 例 １月16日以降に開業した場合

たは設立事業年度末日のいず
外 は、開業後２ヵ月以内

れか早い日の前日

青 色 申 告 あ り

特 別 控 除 額 10万円、55万円、65万円
な し

各 種 税 額

控 除 規 定
あ り あ り

繰 越 控 除

の 規 定
翌年以降３年間の繰越可能 翌年以降10年間の繰越可能

青色事業専従者給与（届出範囲 役員家族の給与について適正

内の金額）を必要経費にでき 額を一般の使用人同様に損金
生 計 一 親 族

る。ただし、事業的規模でない 算入できる。
へ の 給 与

不動産所得には、この規定の適

用はない。

合格のポイント
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（４）所得税・法人税のメリット・デメリット

図表5-155

所得税の取扱いが有利な点 法人税の取扱いが有利な点

① 配当所得の配当等の申告不要制度 ① 所得の分類がないので､個人であ

② 一時所得の特別控除(50万円)と１/２ れば土地・建物の譲渡や配当に係

課税 る損失で損益通算が除外されてい

③ 総合長期譲渡所得の特別控除(50万 るものでも損金となる

円)と１/２課税 ② 減価償却が任意である

④ 青色申告特別控除（最高65万円) ③ 青色欠損金の繰越控除期間が10年

⑤ 収益に対応する交際費は全額必要経 間である

費に算入 ④ 役員退職金の支給

⑥ 配当控除、変動所得・臨時所得の平 ⑤ 所得の分散と給与所得控除額の適

均課税 用

法人税の取扱いが不利な点

① 会社設立に費用や手間がかかる

② 交際費に限度枠がある

③ 維持運営に費用がかかる

（５）法人成りの留意点

個人事業より、法人にした方がプランニングに幅が出ることが期待できるため、

一定の規模になると法人組織にした方が有利な場合が多い。

しかし、経営上の仕組みがうまくできていないのに、単に税務面からだけで法人

成りをしてしまうと、細かい会社法や商法上の規定、法人税の決算・申告業務等で

かえって事務コストが増えてしまうこともある。

また、社会保険への加入を前提として考えた場合、社長の報酬額によっては、支

出額が逆に多くなることにも注意を要する。総合的に判断すれば法人成りが必ずし

もメリットがあるわけではない。

合格のポイント
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